
高知県総務部財政課



（１）目的
「県民サービスの確保」と「財政健全化の推進」の両立を図るため、財政収支の試算を行いました。

（２）試算の前提条件

【歳入】
■

 
雇用対策・地域資源活用臨時特例費の創設、決算剰余金、平成2２年度地方交付税等を反映

■
 

地方交付税の事業費補正や公債費は積み上げ、その他の需要額について平成2３年度以降は、特別枠の活性化推進特例費を減額。
【歳出】

□

 
人件費は平成2７年度に知事部局3,３00人として以降は固定

□

 
扶助費は年3.18％増（過去の伸び率や人口動向による推計）、社会保障関係費は年3.2％増（厚生労働省推計値）、公債費は積み上げ

□

 
普通建設事業費は通常分を平成22年度と同程度、大規模事業は当面（平成22～26年度）個別に積上げ、平成27年度以降は大規模事業も含めて７

 ００億円程度と想定

（３）試算の結果
＜平成28年度までの財政運営＞

▼

 
昨年の９月推計後、推計を上回る交付税の配分や経済対策に係る国の補正予算を最大限活用したことなどにより、財政調整的な基金の残高の増加が

 図られ、現時点での試算では、新図書館などに加え、大規模事業に新たに追加した新資料館や野球場夜間照明等の積年の課題であった事業を全て

 実施した場合においても、持続可能な財政運営の見通しを立てることができました。

▼

 
今後の財政運営においては、社会保障費の自然増や全国的に進められている公社改革に関する経費などによる歳出増が見込まれる一方、これまで実

 施してきた行政改革や近年における地方交付税の充実が財政事情の改善に寄与しています。

▽

 
一方、国における「財政運営戦略」に基づく財政健全化に向けた取り組みや税制改革の論議、あるいは国庫補助事業の一括交付金化等の動向に大き

 く左右されることになるため、今回の推計の前提条件は大きく変動する要素を持っています。

◎

 
こうした点を踏まえ、今後の具体的な財政運営については毎年の当初予算編成の中で決定していくこととなります。

（４）平成２３年度当初予算編成の考え方
○

 
平成2３年度当初予算編成に向けては、上記の試算結果を踏まえ、併せて政策のメリハリづけなどに留意をしつつ、適宜必要な見直しを行い、「県民

 サービスの確保」と「財政健全化の推進」の両立を図る対応策を検討してまいります。

１．財政収支の試算の概要
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２．今後の財政収支の試算  ①前回推計との比較

注1）基金残高又は累積赤字額は、財政調整的基金（財政調整、減債ルール外）の額

注2）行政改革推進債、退職手当債の発行額は財源不足額から除いている。

注3）この試算はあくまで見込みであり、今後の地方財政対策等の動向により大きく変動する可能性がある。

（単位億円）

実質赤字▲9９億円で財政健全化団体
▲1３２億円で財政再生団体

（単位億円）

当該年度

財源不足額

当該年度基金残高見込

Ｈ
21
・9
月
推
計

Ｈ
22
・9
月
推
計
（今
回
）
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億円

（単位億円）

注1）行政改革推進債、退職手当債の発行額は財源不足額から除いている。

注2）この試算はあくまで見込みであり、今後の地方財政対策等の動向により大きく変動する可能性がある。

《
自
然
体

 》

 

《
県
に
お
け
る
対
策

 》

２．今後の財政収支の試算  今回推計の詳細（自然体）２．今後の財政収支の試算  ②今回推計の詳細

実質赤字▲9９億円で財政健全化団体
▲1３２億円で財政再生団体
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（１）歳

 
入

ア

 
一般財源

雇用対策・地域資源活用臨時特例費の創設を反映するとともに、交付税算入され

 る事業費補正や公債費を推計し、これ以外の基準財政需要はＨ２３以降特別枠の活

 性化推進特例費を減額

（ア）県税及び地方消費税清算金、地方譲与税

○県税及び地方消費税清算金

Ｈ２３：１．３％（総務省8月仮試算【概算要求時】）

Ｈ２４以降：内閣府推計値

○地方譲与税（地方法人特別譲与税含む）

Ｈ２３：０．１％（総務省8月仮試算【概算要求時】）

（イ）地方交付税及び臨時財政対策債

○普通交付税・臨時財政対策債

・地方再生対策費はH20と同額（約４１億円）

・事業費補正・公債費は積上げ

・地域雇用創出推進費

 
Ｈ２２:無し

・雇用対策・地域資源活用臨時特例費

 
Ｈ２２：約４０億円、Ｈ

２３以降：無し

・上記以外の需要額、Ｈ２３：△２８．７億円、Ｈ２４以降はＨ２３と同額

○特別交付税

 
Ｈ２５まで△５．５％（過去５年平均の増減率）

（ウ）決算剰余金・補正予算の反映

決算剰余金２６億円、補正予算△13億円

（エ）その他

 
Ｈ２２当初予算ベース

イ

 
特定財源

（ア）歳出の財源構成と連動

（イ）基金繰入金

○減債基金

 
償還ルール分及び満期一括償還への積立分繰入

○その他基金

 
南海地震対策基金からの繰入

（１）歳

 
入

ア

 
一般財源

地域雇用創出推進費の創設を反映するとともに、交付税算入される事業費補正や

 公債費を推計し、これ以外の基準財政需要は、Ｈ２２:０．２％増加（総務省８月仮

 試算【概算要求時】）、Ｈ２３、２４:０．７％減少、Ｈ２５以降はＨ２４と同額

（ア）県税及び地方消費税清算金、地方譲与税

○県税及び地方消費税清算金

Ｈ２２:△５．４％（総務省8月仮試算【概算要求時】）

Ｈ２３以降:（内閣府推計値）

○地方譲与税（地方法人特別譲与税含む）

Ｈ２２:＋６３．０％（総務省８月仮試算【概算要求時】）

（イ）地方交付税及び臨時財政対策債

○普通交付税・臨時財政対策債

・地方再生対策費はH20と同額（約４１億円）

・事業費補正・公債費は積上げ

・地域雇用創出推進費

 
Ｈ２２:４５億円

・上記以外の需要額、Ｈ２２:０．２％（総務省８月仮試算【概算

要求時】）、Ｈ２３、２４:△０．７％、Ｈ２５以降はＨ２４同額

○特別交付税

 
Ｈ２４まで△７．３％（過去５年平均の増減率）

（ウ）決算剰余金・補正予算の反映

決算剰余金２６億円、補正予算△13億円

（エ）その他

 
Ｈ２１当初予算ベース（特別交付金はＨ22から０）

イ

 
特定財源

（ア）歳出の財源構成と連動

（イ）基金繰入金

○減債基金

 
償還ルール分及び満期一括償還への積立分繰入

○その他基金

 
南海地震対策基金からの繰入

Ｈ21.9推計

試算の前提条件
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（２）歳

 
出

ア

 
経常的経費

○人件費

 
知事部局H27に3,300人体制とし、以降固定

○扶助費

 
３．１８％

 
（過去の伸率や人口動向に基づく推計）

○公債費

既存借入分：積上げ

新規発行分：下記条件で推計

・資金区分

 
政府資金は公共、災害、住宅

・償還年限

政府資金２０年（うち据置３年）

縁故資金１０年（うち据置３年）、満期一括（５年）、満期

一括（１０年）

・金

 
利

 
２０年：２.５％、１０年：２.５％、５年：２.０％

・満期一括の積立金を計上

 
３年据置、毎年６％を１７年間積立

○その他経費

・積上経費

 
個別積上（うち社会保障関係費は３．２％）

（参考：厚生労働省推計値：３．２％）

・上記を除く通常分

 
Ｈ２２と同額（シーリング０）

イ

 
投資的経費

（ア）普通建設事業費

・Ｈ２３～Ｈ２６は、通常分はＨ２２と同程度、大規模事業は個別

に積上げ

・Ｈ２７以降は大規模事業も含めて７００億円程度を想定

（イ）災害復旧事業費

 
伸び率

 
０．０％

（２）歳

 
出

ア

 
経常的経費

○人件費

 
知事部局H22に3,400人とし、以降固定

○扶助費

 
３．０％

 
（過去の伸率や人口動向に基づく推計）

○公債費

既存借入分：積上げ

新規発行分：下記条件で推計

・資金区分

 
政府資金は公共、災害、住宅

・償還年限

政府資金２０年（うち据置３年）

縁故資金１０年（うち据置３年）、満期一括（５年）、満期

一括（１０年）

・金

 
利

 
２０年：２.５％、１０年：２.５％、５年：２.０％

・満期一括の積立金を計上

 
３年据置、毎年６％を１７年間積立

○その他経費

・積上経費

 
個別積上（うち社会保障関係費は３．２％）

（参考：厚生労働省推計値：３．２％）

・上記を除く通常分

 
Ｈ２１と同額（シーリング０）

イ

 
投資的経費

（ア）普通建設事業費

○大規模事業

 
個別に積上げ

○通 常 分

Ｈ２２、２３は大規模事業も含めてＨ２１と同程度（７４３億円）

Ｈ２４以降は大規模事業も含めて７００億円程度を設定

（イ）災害復旧事業費

 
伸び率

 
０．０％

Ｈ21.9推計
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H22.9推計

　

　　事業費

（一） （債） （他）

23.7 9.3 13.0 1.4 　

14.4 13.0 1.4 H23

9.3 9.3 H25～28

79.7 12.8 65.5 1.4 　

7.0 1.8 5.2 　 H24

5.0 1.3 3.7  H24

67.7 9.7 56.6 1.4 H23～26

15.4 10.0 5.4

15.4 　 10.0 5.4 H23～25

101.6 23.5 55.1 23.0

46.0 6.9 16.1 23.0 H23～25

2.6 0.7 1.9 H23

53.0 15.9 37.1 H23～26

7.1 7.1

7.1 7.1 H23

6.9 5.3 1.6

6.9 5.3 1.6 H23

12.0 1.2 10.8 　

12.0 1.2 10.8 H23～24

67.5 20.4 44.8 2.3

9.6 1.8 5.5 2.3 H23

3.4 1.0 2.4 Ｈ23～24

1.8 1.8 Ｈ23

52.7 15.8 36.9 H23～26

75.0 27.0 38.6 9.4 　

27.6 7.2 15.1 5.3 H23～27

47.4 19.8 23.5 4.1 H23～27

388.9 106.6 239.4 42.9 　

野球場夜間照明

観光振興部

ポスト龍馬博関連

今後の財政収支の試算（Ｈ２３～２８）で見込む大規模事業調書

部　　　局　　　名
事業期間

項　　　　　　　　　目

（単位：億円）

危機管理部

防災行政無線工事

南海地震対策
（県有建築物耐震化工事）

健康政策部

安芸庁舎

文化生活部

高知女子大学整備

総合防災情報システム更新

総務部

本庁舎耐震改修工事

安芸・芸陽病院建て替えに係る一
般会計負担

公安委員会

新直轄事業

新資料館

教育委員会

土佐海援丸建造費

土木部

文化ホール

※本調書は今後想定される事業の積み上げであり、事業の実施に際しては各年度の当初予算を編成する中
で、事業の緊急性、優先度、県民ニーズ、財政状況などに留意し決定するものである。

合　　　　　計（Ａ）

その他庁舎整備費

高知東警察署建設事業費

ｴｺｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

林業振興・環境部

県立図書館整備

弓道場建設

新

新

新

新



県債残高の推移（一般会計）

3,270
3,500

3,747
4,097

4,294
4,590

5,206

5,832

6,367
6,799

7,132 7,243 7,222 7,223 7,042
6,781

6,510
6,281

6,029
5,755

5,561
5,342

5,108
4,900 4,880 4,747 4,661 4,655

1,113
1,347

1,547
1,705

1,898 2,304 2,758 3,190
3,289 3,382

3,406 3,462 3,491

3,270
3,500

3,747

4,097
4,294

4,590

5,206

5,832

6,367

6,799

7,132
7,243

7,576

7,838 7,894 7,857 7,828 7,735 7,653
7,865

8,100
8,297

8,189 8,261
8,153 8,123 8,146

113

353
7957,335
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億
円

うち　臨時財政対策債


	H22.9月試算

	表紙
	財政収支の試算の概要
	2.今後の財政収支の試算①前回との比較
	2.今後の財政収支の試算②今回推計の詳細
	試算の前提条件（歳入）
	試算の前提条件（歳出）

	H22.9月大規模事業

	県債残高（9月推計）

